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はじめに１． いる例え}麺)．特に人工衛星による被災地の状況把握は同時
に広域の観測が行える特長があり，また，最近商用の超
高解像度衛星の運用が開始されたことで，一層注目を集
めている．

著者ら6>～ＩＣ)は米国空軍の軍事気象衛星Defense
MeにorologicalSa[elliteProgram(DMSP)に搭載されたセン

サOpelHtionalLinescanSystem(OLS)により観測された夜
間可視画像を用い，地震被災地における中央政府やNPO，
NGOによる災害対応活動を支援する目的で被災地分布の
推定を試みてきた．推定結果は震源から遠く離れていた
にも関わらず実際に被害があった都市についても良好な
対応を示していた．

今後，災害発生直後に推定結果を公開できれば，より
多くの人命救助や，公平で効率的な復旧・復興活動への
支援となりうるため，著者らは地震発生後24時間以内に
インターネットを通じ情報提供を行う早期被災地推定シ

ステムＥDES(EarlyDamagedArCaEstima[ionSystem)の開
発を目指している．本論ではＥＤＥＳを実現するための，
より精度の高い被災地推定手法の提案，早期に情報提供
を行うための課題の整理と方法の提案，そして災害対応
を支援するのに適したインターネット上の地理情報のあ
り方について議論を行う．

近年，地震災害時の災害対応活動を支援するコンピュ

ータを活用した様々なシステムが提案されている．林'）

は災害対策をその目標に照らし，緊急対策，応急対策，

再建対策の３つに分類し，各対策で必要とされる情報シ

ステムについて，処理精度ならびにシステムに期待され

る機能に関し分類・整理を行っている．そのうちの緊急

対策においては，被害推定システムが生命の安全確保を

目標として，災害発生直後の情報が欠如した事態で緊急

対応のため人員派遣をする際の指針を提供する役割を担

うとされている．リアルタイム地震防災z)3)を目指し行

政・民間で開発されているシステムの多くはこの範畷に
含まれる

日本国内では高密度に配置された地震計を用い，計測
された地震動分布の情報から被害を推定するシステムが

多く実現している例えば4)．地震観測網のインフラストラク
チャーが整った先進国においては地震災害時にこれらの

システムが活躍することを期待できるが，他の国々，特
に地震災害危険度が高いアジア諸地域では導入コストの

問題もあり整備が遅れているのが現状である

また一方で，航空機や人工衛星からのリモートセンシ

ングにより被害を把握する技術についても研究が進んで
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2．夜間可視画像による被災地推定 て，災害発生後比較的早期に観測画像を入手できるため
災害対応の目的で利用することに向いているといえる．
また，ＤＭＳＰは2009年までの米国空軍による打ち上げが
決定しており，２０１４年までの長期的な安定した運用が保
証されていることも大きなメリットとして挙げられる．
ＤＭＳＰ観測画像は1172年よりフイルムによる保存が開

始された．中山ら'4)は地球全体の夜間映像の人工的な光
の分布と人間活動の関係について，人口，電力消費等，
地理学的な観点から考察を行った．観測された夜間可視
画像には都市の光だけでなく，焼畑，漁火，油田といっ
た様々な人間活動の存在も含まれていることが指摘され
ている．

その後，１９９２年よりデジタルデータによる観測データ
の保存・配信が米国商務省海洋大気局（NOAA)地球物理
データセンター（NGDC）にて行われている．解像度２．７
kｍの観測画像は衛星軌道・高度，センサの角度，海表面
モデルと地表面標高データから測地情報を計算され，１
ピクセル30秒角（約0.9kｍ×約0.9km）のメヅシュデー
タにリサンプリングされる．各画像のピクセルは以下の
範囲のデジタル値（､N）を持つ．

可視～近赤外画像（VIS）のＤＮ（以下，の）：
Ｏ～6３（相対量）

熱赤外画像（TIR）のＤＮ（以下，０）：

Ｏ～255（190～310Ｋに対応）

EIvidgeら'5)は観測画像から雲や月光等によるノイズを
除去するため，複数の画像から統計的に求めた都市の人

工的な光の地図であるStableLigbts(SL)データの作成を
行った．ＳＬ画像のピクセルは以下の範囲のＤＮを持つ．

人工光基準画像（SL）のＤＮ（以下，入）：
Ｏ～100（統計的な観測確率）

EIvidgeら'6)は，ＳＬを用い都市光が存在する領域の面
積と人口，経済活動（GDP），電力消費との関係を分析

し，高い相関関係があることを明らかにした．また，

ElvidgeらはＳＬで光が存在するにもかかわらず観測画像

で光が消えている地域を特定することで停電地域を検出

する手法を提案している'7〕、Hashiteraら18)は自然災害後
の復興過程の指標として，毎日の観測が可能なＤＭＳＰ夜
間可視画像の適応性について検討を試みている．

(1)地震と夜間都市光の関係

地震発生後，被害情報を収集するリモートセンシング
を用いた研究の多くは，地盤変状や構造物の被害の検出
を目的としている．しかし，地震災害によってもたらさ
れる被害は，構造物の損傷，すなわち社会のストックの
被害だけでなく，電気・水道・ガス・通信・交通といっ
たライフライン機能の停止・停滞による生活の支障，す
なわち社会のフローの被害も含まれる

夜間の都市の光は繁栄の象徴であり，その光源は建物，
街灯，広告灯，航空機に向けられた信号灯など，人間活
動の存在を表している．したがって，その光の量は人間
活動の指標値として考えることができ，地震後に平常時

に比べて暗くなった地域は，何らかの理由により被災し
た可能性が高いと見なすことができる．

都市光の光源の大半は電力によるものである．したが

って，発電，送電，消費までの過程を考えれば，以下の

事由により地震発生後に都市光が減少する可能性がある．
①発電所の損傷

②強震の検知による発電所の自動停止

③送変電施設の損傷

④発電能力の低下に伴う電力供給の制御・制限
⑤街灯・広告灯などの光源の損傷

⑥建物の倒壊

⑦住民の死傷

⑧住民の避難・疎開

⑨事業所の営業停止

⑩事業所の活動の停滞

ここで，事業所には飲食店・娯楽施設から一般的な事務

所まで広く含まれる．

一方，地震火災が発生した場合，炎による光量の増大，

煙による光の散乱・遮断といった変化が生じうる．１９９５

年兵庫県南部地震前後の観測画像の比較では，地震前，

センサ飽和値に達するほど明るかった中央区・東灘区で

は，小規模の火災があったにも関わらず有意な光量の減

少があったのに対し，大きな火災被害があった長田区で

は地震前後ともセンサ飽和値に達し，光量の変化を特定

しえなかった．火災の影響については今後の検討の余地

がある． (3)被災地推定手法
被災地推定の基本的な解析フローを図１に示す．地震
発生後，まず地露前ならびに地震後に震源近傍を通過し

た軌道で観測された衛星画像を取得し，震源を含む周辺

地域を対象地域として画像の抽出を行う．

次に，対象地域の都市上空を厚い雲が覆っている場合，

発せられる可視光が遮断されるため，ＴＩＲならびにＳＬを

もとに雲の影響の分析を行う．雲上端は高度が高いこと

から温度が氷点下を著しく下回ることが多いため，０か

ら容易に位置を同定することができる．雲の位置および

ＳＬを参照し，雲の影響が大きいと思われる画像内のピク
セルについては別途考慮を行う．

続いて，地震前後の小の差を計算し，光の強度の減少

が著しい地域の判定を行う．ＯＬＳセンサのゲイン設定は

月光の強度変化に伴い調整されるそのためＶＩＳのＤＮ

が示すのは物理的な光の強度の絶対値ではなく画像内の

相対値である．地震前後の２画像の観測間隔が短ければ

月光のゲイン設定の違いによる影響は小さいと考えられ

るため，地震前後における①の差は可視光強度差を表す

ものと見なせる．

(2)DMSP/OLS観測画像
ＤＭＳＰは米国空軍の航空機ナビゲーションのための気

象観測を目的とした人工衛星で，１９６５年より観測が行わ

れている．一般に，人工衛星は太陽電池パネルにより稼

動エネルギーを得るため，昼間の観測を行うものが多い

が，ＤＭＳＰは夜間も観測を行うという大きな特徴を持っ

ている．ＤＭＳＰに搭載されているセンサＯＬＳは0.5～Ｏ９

ｌＬｍの可視～近赤外バンドと，１０～l3LLmの熱赤外バン

ドの２チャンネルの観測が可能である．センサの解像度

は0.5ｋｍであるが，一般に配信されるのは衛星上でｓｘ５

ピクセルのデータから２７ｋｍ解像度に平滑化されたデー

タである．夜間の観測では可視チャンネルの入力は

PhotomultiplierTube（PMT）により増幅され，NOAAノ
AVHRRやLandsat八Ｍといったセンサに比べ４桁以上の

オーダーの感度を持ち，都市の光に留まらず焼畑・森林

火災の火'1)'2)や操業漁船の集魚灯'3)など，夜間の微弱な

可視光の観測も可能である．また，ＤＭＳＰの回帰日数は

0.5日であり，常時最小２機の運用体制がとられているた

め，夜間の画像は１日に最低２度観測される．したがっ
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表１地震前画像の選択基準
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解析結果の公開

(ホームページ）

図１被災地推定の解析フロー

被災地判定のクライテリアについては図２に示される

ように，のの減少量を求め，対象とするピクセルののの

差の平均値と分散から正規変換を行い，ある閾値（例え

ば９９．５パーセンタイル）以上減少した地域を被災地とみ
なす．

求められた推定被災地は地理情報として容易に理解で
きる形の主題図に加工を行い，最終的には推定結果をホ

ームページ上に公開し，インターネットを通じ全世界に

向けて情報発信を行う．

こで，これらの光の多くは定常的に観測されないことか

ら，ＳＬを用いて入＝Ｏの地域を対象地域から除外するこ

とでこれらのノイズの多くを除去することが可能である．

なお，ＳＬでは非常に暗い町の光がノイズとともに除去
されている場合がある．したがって，入＞Ｏのノイズの

少ないデータでヒストグラムを作成して閾値を選定し，
推定被災地の選定時には入＝Ｏの地域を含め評価を行う
ことで，非常に暗い町についても評価を行うことが可能
である．a)非常に明るい都市域の考慮

前述のように，ＤＭＳＰ/OLＳセンサは非常に感度が高く，
大都市域ではしばしばセンサの測定範囲を超えるほど明

るいためＤＮが６３に飽和してしまう．この場合，地震後

に光の強度が減少しているにもかかわらずＤＮが飽和す

るほど明るければ，光の強度の減少を、Ｎの変化として

捉えられないことを意味する．これらの地域については

推定不能の領域として区別される．

また，地震前ののが６３となっている場合，光の強度
はＤＭ６２と６３の閾値からそれをはるかに上回るものま

で全ての可能性がある．よって地震後ののが６３未満とな

っていてもその差は減少の下限値を表すに過ぎない．具

体的な例を挙げると，のが６３から４０に変わった場合，
減少量は-23であるが，地震前の光の強度は相対的には

ＤＮで７０に相当する場合もありえる．この場合，減少量

は-30である．したがって，のが53から３０に変わった場

合の-23と同様に扱うべきではなく，対象地域内の地露
前のＶＩＳにＤＮ＝６３の領域の割合が大きければそれらを

分けて考慮する必要がある．

c)月光の影響

ＤＭＳＰの本来の目的は雲の観測であり，夜間，月光を

反射する雲の観測を行うため，ＯＬＳセンサの感度（ゲイ
ン）は月齢に伴い変化する．残念ながら，ゲインセッテ
ィングの情報は公開されておらず，のから絶対的な光の
強度を計算することはできない．しかし，前述のとおり
地霞前後の２画像の観測間隔が短ければ月光のゲイン設
定の違いによる影響は小さいものと考えられるため，基
本的には地震前後における①の差は可視光強度差を表す
ものと考えられる．

地震直前の画像について対象範囲全体にわたり大きく
雲の影響を受けていた場合は，雲の影響が少ない他の画
像を選ぶ必要がある．新月をはさむ10～１２日間は夜間の
観測時に月が地平線の下に隠れ，月光の影響を受けない

ため，センサの感度が最も高いハイゲインモードに設定
される．よって，この間は同一のゲイン設定で観測され，
さらに月光の反射の影響がないことから，多少観測間隔
が空いた画像でも地震前画像として選択可能である．
また，月光の影響を受けた観測画像であっても月齢が
ほぼ同じ状況下の観測画像であればゲインセッティング
と月光の反射量はほぼ同一と考えられることから，１太

b)非都市域のノイズの除去
非都市域の焼畑の光や，月光の反射，漁火等の光は都

市の光の光量変化の求める上で大きなノイズとなる．そ
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観測日

地震後画像

･新月をはさむ１０～

１２日間（ハイゲイ

ンモード期間

･左記以外

比較のため

選択すべき

地震前画像

・同ハイゲインモー

ド期間の任意の地

震前の日

。〃太陰月前のハイ

ゲインモード期間

の任意の日（"＝１

2｡…） 

・月齢がほぼ同

一の直前の日

･〃太陰月前の

ほぼ同一月齢

の日（〃＝１

2,…） 



陰月（約１ヶ月）前，２太陰月前と遡って参照すること
で地震前画像を選択することができる．以上を整理する
と表Iのようになる．

布を求めた結果を図１１に示す．ここで，黒色はＰ＞
97.5％，灰色はＰ＞85％を表す．

(4)人工地震前画像による雲の影響の克服

地震前ＶＩＳがＳＬにより推定できれば地震前の雲の影
響を回避できるため非常に有効である．そこで，入から
のを推定する回帰曲線を作成し，これを用いた人工地震
前画像による被災地推定手法の評価を行う．

回帰式の評価は2000年２月２０日（月齢14.9）に観測
された日本の画像を用いた（図３）．対応するＳＬは図４
のとおりである．ＳＬは雲の影響を除去して作成されて
いるのに対し，観測画像である図３では雲の存在により

月光の反射，地上光の散乱といった現象が生じている箇

所が存在する．これらの雲の影響を避けるため，式[1]の
条件式で雲の影響が少ない都市域の18345ピクセルを抽
出した．

図３回帰式評価用ＶｌＳ

入＞0（都市域の抽出）

かつ０＞176（温度0℃以上）

かつのく6３（非飽和のデータを抽出）
[l］ 

回帰式の＝α入2＋６で２次曲線に回帰を行った結果は
式[2]のとおりである．

｡＝000256入2＋6.06［2］

（の，入）の散布図上に回帰式をプロットしたものを図５
に示す．式[Z]は月齢が14.9前後の画像の推定に用いるこ

とができる．なお，他の月齢の画像についても同様にし
て回帰式の評価が可能である．

次に回帰式[2]を用いた人工地震前画像と実際に観測さ

れた地震前画像のそれぞれの推定被災地の分布を比較し，
人工地震前画像の適用性の検討を行う．検討対象として

台湾集集地震前後の画像を用いた．地震前後には台風に
伴う雲が台湾上空を覆っていたため，比較的雲が少ない
地震発生後３日目の１９９９年９月２３日（月齢13.6）の画
像（図６）を用いた．対応するＳＬと回帰式により求めら

れた人工地震前画像を図７，８に示す．比較対照とする地
震前観測画像については１ケ月前の８月２０日前後は全て
厚い雲に覆われていたため，さらに１ケ月前の７月２４日

（月齢11.4）の画像（図,）を用いた．

地震後画像と人工地震前画像の①の差（入＞Ｏの地域

のみ抽出）のヒストグラム（図１０）から推定被災地の分

図４回帰式評価用ＳＬ

印
釦
扣
釦
如
佃
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ｚ
Ｑ
目
田
虫
昌
切
房

0２０ ４０６０８０１００ 

StabIeLighIsDala 

図５の-入回帰曲線

図６地震後ＶＩＳ

（９月２３日）

図７対象地域のＳＬ 図ＢＳＬから推定した

地震前ＶＩＳ

図９地醍前ＶＩＳ

（７月２４日）
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図１０のの差のヒストグラム（人工地震前画像） 図１１人工地震前画像による推定被災地
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図１２のの差のヒストグラム（地錘前観測画像） 図１３推定被災地（地屡前観測画像）

また，地震前観測画像による場合のヒストグラムを図

１２に，推定被災地の分布を図１３に示す．

両推定結果で大きく異なるのは漁船による影響で，観
測画像を用いた場合は特に高雄の近海部分ででは被災地

として判定されてしまっている．また，観測画像を用い

た場合は推定被災地が離散的に分布しているのに対し，
ＳＬを使用した場合は連続的に分布している．これはＳＬ

が複数の観測画像をもとに統計的に求められているため，
ジオリファレンス（画像の地理的座標割付け）の誤差と

あいまって，平滑化された画像になっていることに起因

しているものと考えられる．また，人工地震前画像を用
いた場合は回帰式の関係上，地震前画像のＶＩＳは最大３１

までにしかならず，大きな光量を表現できない．そのた

め，Ｐ＞97.5％の地域が非常に少なくなっている．式[2］
の相関係数が0.631とあまり大きくないのはこのことに

起因しており，今後，ダイナミックレンジを広げ，より
大きな光量まで定量化した統計的画像であるRadiance

Calibratedlmagel，)を用い，人工地震前画像の推定精度の
向上を検討したい．しかし，以上の違いはあるものの，
人工地霊前画像を使用した手法でも観測画像を使用した

方法と定性的には同様の地域が選ばれており，地震前の
雲の影響を回避する有効な方法であるといえる．

下がるため，人命救助は一刻も早い対応が必要である．
緊急対応を支援するため，２４時間以内に被災地推定結果
を公開することを目標にＥＤＥＳの開発を進めている．

できるだけ早期に情報公開を行うために，まず地震発
生から情報公開までのプロセスの分析を行い，処理時間
の短縮方法について検討する．なお，ＤＭＳＰ/OLＳ観測デ
ータは軍事目的であるため一般への公開を規制するホー

ルドタイムが存在するが，１９９９年１２月２０日より７２時
間から３時間に規制緩和されたため，情報公開２４時間以
内の目標は実現可能である．

以下，地震前観測画像を用いた場合を検討する．

●地震発生

①ＤＭＳＰが被災地上空に飛来し観測
②観測画像を地球に送信，NOAA/NGDCへ転送
③ジオリファレンス解析（NOAA/NGDC）
④データのアーカイブ化（NOAA/NGDC）
⑤地震発生の検知

⑥EDES解析の起動

⑦解析範囲の選定

⑧地震前画像候補日の選定
⑨画像リクエストの送信

⑩地震前観測画像をインターネット経由で受信
⑪地震後観測画像をインターネット経由で受信
⑫地震前画像が雲により大きく影響を受けていた場

合は別の候補日をリクエスト，受信
⑬地震前後の画像の位置合せ

３．推定結果公開までの時間短縮

地震発生後，７２時間を過ぎれば要救援者の生存確率が

－８３－ 



⑭VISの差の解析

⑮推定被災地の画像の作成

⑯推定被災地画像の地理情報への加工

⑰Webページへの画像のリンク（情報公開）
⑱災害対応者等の情報の閲覧

４．インターネット地理情報による災害対応支援

ＥDESは被災地推定結果の地図画像ファイルをＷｏｒｌｄ

ＷｉｄｅＷｅｂ(ＷＷＷ)にリンクすることで，インターネット

を通じ世界に向け情報発信を行う．ＷＷＷによる情報公
開は世界にむけ同時発信できるメリットを持つ一方で，
閲覧者がアクセスしない限り情報が伝わらないという受
動的な面を持っている．しかし前章にあるとおり，あら
かじめ登録を行った希望者に対し解析結果が公開された

ことを電子メールで知らせることにより，能動的な情報
発信を行うことが可能になる．

推定被災地の地図情報は被災地現地の人々や，中央政
府，ＮＧＯ・ＮＰＯの活動を支援する目的で情報発信される．
そこで，本章では災害時に役立つ，適切な情報の形態に
ついて考察を行う．

ここで，①～④はＥＤＥＳの処理プロセスではないため，
⑤以降について検討する．

まず，⑤～⑦であるが，ＵＳＧＳでは世界の地震観測の

結果を公開しており，特に大きな地震については希望者

に電子メールにより通知するBIGQUAKEというシステ
ムを運営している20)．電子メールには震源位置，マグニ
チュードが含まれるため，このメールを解析開始のトリ
ガーとしてＥDESが受信し，解析対象とする画像データ

の範囲選定を自動計算することが可能である．解析のト

リガーはEDES管理者の電子メール，telnct等による直接
のコマンド送信によっても行うことができるようにする

ことで，より早い対応が期待できる．

次に⑧～⑫であるが，地震前画像が雲により大きく影
響を受けている場合に何度も画像のリクエストと受信を

繰り返してしまう可能性がある．一般に地溌計では一定

時間の地震記録をバッファにため，トリガーがかかると

トリガー時刻以前の記録をバッファから取り出し送信す

る機能がある．これと同様に，常時画像を受信して２ケ

月程度の記録をＥＤＥＳのローカルディスクに保持してお

き，あらかじめ雲の影響の少ない地震前参照画像を準備

しておく方法が考えられる．

⑬～⑰については現在のコンピュータの処理能力では
それほど問題にはならない．

⑱の情報の受け取り手が情報を手にするまでの時間の

問題については，単純にＷｅｂ上にアップロードするだけ

では本来見るべき人に気づかれない場合もありえる．そ

こでBIGQUAKEシステムと同様に，ＥDESから電子メー
ル等で解析結果が公開されたことを通知する機能を付加

することでより，能動的な'情報発信が可能になる．

以上をまとめた地鯉後のデータフローダイアグラムを

図１４に示す（地霞前の常時画像配信と地漣前参照画像の

準備については省略）．

(1)ベースマップに関する考察
解析により求められた直後の推定被災地はＤＭＳＰ/OLＳ

画像をもとにした３０秒角のメッシュ`情報であるしたが

って，海岸線，鉄道，道路等の他の地図情報のレイヤー
と重ね合わせることで初めて，どの都市が推定被災地か

といったことがわかる，地理的位歴関係が視覚的に理解
できる地理情報となる．

1992年６月の国連環境開発会議（地球サミット）にお

いて，持続可能な開発のための人類行動計画（アジェン

ダ２１）が採択された．地球環境問題に適切に対処する

ための意思決定を行う上で，情報，特に地球環境の現状

と変化を把握できる地理情報が不可欠との指摘から，建
設省は国際協力の下で地球規模の地理情報を整備する地

球地図構想を提唱した2】)．現在，地球地図国際運営委員

会(ISCＧＭ)を中心に，７０ケ国以上の協力により，地球環

境問題の解明や持統可能な開発，自然災害の軽減に役立

つことを目的として，誰にでも安価で提供される地球の

全陸域についての百万分の１の地図に相当する地理情報
の整備を目指している．

地球地図(GlobalMap)は2000年３月に研究者に対する
サンプルデータ（１部の地域のみ）の無償配布が決定さ

れたが，現在一般に入手可能な全世界の電子地図のうち

最も大縮尺のものはDigitalCha『toftheWorld(DCＷ)22)２３）
を基とするもので，縮尺百万分の１であるＤＣＷは米

国のDefenseMappingAgencyが1974年に作った縮尺百万

分の１の航空写真地図OpemtionalNavigationChartを元に
1992年に数値化したペクトルデータである．地球地図は

地球環境の変化の監視ができるよう概ね５年に１度の更

新を目指しているのに対し，ＤＣＷの一部は上記のとお

り非常に古い地図を用いているため注意が必要である．

トルコのアダパザル市３０ｋｍ×２０ｋｍの範囲における

1999年コジヤエリ地震の推定被災地をＤＣＷの湖沼，道

路，鉄道フィーチャに投影したものを図１５に示す．紙面

上の縮尺は約５０万分の１となる．道路データとして主要
国道のみしかないため，都市のどの程度の範囲が推定被

災地となっているのか。図からは把握しにくいことがわ

かる．したがって，縮尺百万分の１レベルの電子地図デ

ータは100kｍ×100kｍのオーダーの範囲の記述には適し

ているが，１０ｋｍ×１０ｋｍを下回る狭い範囲では情報量が

少ないため，合成しても表現力に乏しい地理情報にしか

ならないことがわかる．

Landsat/１Ｍ,SPOTYHRVをはじめとする地球観測衛星の

センサは１０ｍのオーダーの解像度をもっており，地球全
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図１４データフローダイアグラム
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関する調査」の成果としてまとめられている26)．過去に

異なるＧＩＳ間でデータの交換性がなかったことで流通が

阻まれていた空間データ・地理情報は，今後，標準化に

より相互利用を図ることが可能になる．

また，通産省では情報システム共通基鱒轄備のための

連携事業として，ＸＭＬをGIS向けに拡張してＧＩＳコンテ

ンツの相互流通用のプロトコル（仮称：G-XML）を制定

するとともに，プロトタイプ開発及び実証実験を行って

いる（(財)データベース振興センターが実施27)）．

碓井２８)が指摘するように，インターネットを利用した

ＷｅｂＯＩＳや携帯端末によるモパイルＧＩＳは，今後，地理

情報の流動性の向上により防災技術として広く普及する

ことが期待できる．ＥDESの発信する推定被災地の情報

についても単純なＨＴＭＬにリンクされた画像ファイルの

形態ではなく，今後策定されるインターネット地理`情報
の標準に従ったデータ形式とすることで，パソコン上の

プラウザ，様々な種類のCAD,GIS，ＰＤＡ（Pelsonal
DegitalAssismnce,持ち運びできる小型コンピュータ)，携
帯電話やＰＨＳといった移動体通信端末など，プラットフ
ォームを選ばない形で地理情報を提供することを目指し
たいと考えている．

近年，情報技術（IT）を活用することで生じる格差，
デジタルデパイドといった新たな問題が指摘されている

が，災害，防災に関する情報については，情報を活用で
きないことであらたな災害弱者を作り出すようなことは

あってはならない．災害デジタルデパイドを解消するた
めには，誰もが平易に情報を手にするための様々な仕組

み作りが不可欠であり，プラットフォームを越えた情報
提供はその－つであると考えられる．また，国家間のＩＴ

格差による災害対応能力の違いについても同様に配慮す
べきであり，ＥDESは全世界を対象に被災地を推定し，
その情報を世界に向けて公開するものであり，格差解消
への貢献が期待できる．

域の観測を目的としていることから，コストの問題を除

けば全世界の観測画像を入手することが可能である．し

たがって，これらの観測画像をベースマップとして活用

することで，都市のより詳細な地理情報を表現できると

考えられる．図１５と同じ範囲について，Landsat/１Ｍの

観測画像（解像度３０ｍ）に推定被災地を投影したものを

図１６に示す．この図からは，市街地のどのあたりが推定

被災地となっているのかが容易に判読可能であり，現地

にいる人々に対し，よりわかりやすい形で地理情報を提

供しているといえる．これより，１０ｋｍ×１０ｋｍ程度の範

囲の表現には数十ｍオーダーの解像度の衛星観測画像が

有力であり，被災地推定結果の合成に適しているといえ

る．

(2)地理情報の流通性について

文章がＨＴＭＬ(Hyper庇xtMarkupLanguage)で記述され
ることで，インターネットに張り巡らされたリンクによ

り飛躍的に情報発信の数とその流通量が増えたように，

ＸＭＬ(ExtensibleMalkupLanguage)24)は今後様々なデータ
の流通を加速していくものと思われる．ＨＴＭＬはそもそ

も文書形式を定義し利用するための標準システムである

ＳＧＭＬ(StandardGeneInlizedMarkupLanguage,[ISO8879]） 
をベースとした，比較的小規模のハイパーテキスト文書

とマルチメディアの表示に適した簡単な言語である

ＸＭＬは，ＨＴＭＬで欠けていたデータ構造の記述能力を，

改めてＳＧＭＬから継承したＳＧＭＬのサプセットであり，

双方向のリンクや文書外部に管理されるリンクといった，
現在実装されているＨＴＭＬより高度なハイパーテキスト

機能もＷ３Ｃ(WolldWideWebConsotium)の仕様では規定
されている２５)．

一方，地理情報については国際標準化機構（ISO）が

1994年から標準化に取り組んでいる．日本ではISOの取

り組みを踏まえ，国内の地理情報の交換のための技術的

な標準及びその活用の指針をまとめた地理`情報標準が

1999年３月に建設省官民連帯共同研究「GISの標準化に

５．まとめ
｡＜iＣ 

蕊

地震災害直後に，人工衛星ＤＭＳＰにより観測された夜
間可視画像を用い，被災地の広域の地理的分布情報をイ
ンターネットで情報発信を行う早期被災地推定システム
EDESの開発に向け，本論で提示した新たな知見は以下
のとおりである．

・ＤＭＳＰ/OLＳ夜間可視画像の地震前後の単純な差分に
よる被災地推定の問題点として，非都市域の月光の
反射や海域の漁火等のノイズの影響，明るすぎるた

めにセンサが振り切れた地域の取り扱いを指摘し，
StableLights(SL)を活用し都市域を抽出することで，
上記のノイズの問題点を克服する手法を提案した．
・月光の影響を考慮した複数の地震前画像の選定，ＳＬ
による地震前画像の推定による地震前画像の雲の影
響の除去といった新たな方法により，よりロバスト
な被災地推定手法の提案を行った．

・地鰹発生後，早期にⅢ情報提供を行うための課題の整
理を行い，電子メール等複数の方法による解析トリ
ガーシステムや地震前情報の蓄稲によるデータ転送
時間の短縮，解析完了後の電子メール通知による能
動的な情報発信を含む，インターネットを活用した
早期情報公開の方法を提案した．

・災害対応の支援に適したインターネット地理情報の

図１５ＤＣＷに投影した推定被災地

図１６LandsaVTM観測画像に投影した推定被災地
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